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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．当社の連結財務諸表及び四半期連結財務諸表の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して表示して

おります。 

４．当社の連結財務諸表及び四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して作成しております。 

５．上記の「株主資本」の金額は、米国会計原則に従った連結貸借対照表及び四半期連結貸借対照表の「資本の

部」の合計金額を記載しております。 

６．当社は、米国の「財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）会計基準書（ＡＳＣ）260（１株当たり利益）」（旧Ｆ

ＡＳＢ基準書第128号「１株当たり利益」）を適用しており、潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額は、潜在株式が希薄化効果を有する場合には当該希薄化効果を加味して計算しております。 

７．１株当たり株主資本の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第73期

第２四半期 
連結累計期間 

第74期
第２四半期 
連結累計期間 

第73期
第２四半期 

連結会計期間 

第74期 
第２四半期 
連結会計期間 

第73期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高 百万円  303,963  255,595  156,361  138,088  523,946

税引前四半期（当期） 

純利益（△損失） 
百万円  28,743  7,751  13,653  12,815  △10,319

四半期（当期）純利益 百万円  19,040  4,743  9,442  8,410  3,588

株主資本 百万円 － －  847,393  780,853  784,342

総資産額 百万円 － －  1,016,086  909,979  909,327

１株当たり株主資本 円 － －  3,862.01  3,638.11  3,654.34

１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
円  86.77  22.10  43.03  39.18  16.48

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額 

円  86.77  22.10  43.03  39.18  16.48

株主資本比率 ％ － －  83.4  85.8  86.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  36,155  37,536 － －  76,521

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  130  △22,142 － －  △18,106

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △14,794  △11,907 － －  △43,814

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高 
百万円 － －  130,298  121,223  117,502

従業員数 人 － －  34,935  33,574  33,431
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 当社グループ（当社及び関係会社）は、コンポーネント（コンデンサ・圧電製品など）、モジュール（通信モジュ

ールなど）の電子部品並びにその関連製品の開発及び製造販売を主たる事業として行っております。 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、当該事業に携わっている主要な関係会社に異動はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数には、臨時雇用者・パート・嘱託者（865人）、当社グループ外への出向者（５人）は含めて 

おりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数には、臨時雇用者・パート・嘱託者（127人）、関係会社等への出向者（880人）は含めておりま 

せん。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 33,574      

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 6,916      
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の製品別の生産実績は、下表のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．以下の製品別諸表については、主たる事業である電子部品並びにその関連製品の生産、受注及び販売の状況

を記載しております。 

４．当第１四半期連結会計期間より、従来「高周波デバイス」に含めていた近距離無線通信モジュール、多層デ

バイス、及び「モジュール製品」に含めていた回路モジュールを「通信モジュール」として区分表示し、

「モジュール製品」に含めていた電源を「その他モジュール」として区分表示することとしました。また、

従来「高周波デバイス」に含めていたコネクタ、アイソレータは、「その他製品」に含めていたＥＭＩ除去

フィルタ、コイル、センサ、抵抗器などとともに「その他コンポーネント」として区分表示することとしま

した。 

  さらに、これらの製品区分の再編、変更と合わせて、「コンデンサ」、「圧電製品」、「その他コンポーネ

ント」をまとめた区分として「コンポーネント」を、「通信モジュール」と「その他モジュール」をまとめ

た区分として「モジュール」をそれぞれ新たに設定することとしました。 

  なお、増減比較のため前年同四半期連結会計期間比についても製品区分を組み替えた後の金額を用いて算出

しています。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

製品別  

生産実績
（平成21年７月１日～平成21年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 
前第２四半期連結
会計期間比（％） 

 コンデンサ  45,738  32.5  △8.2

 圧電製品  22,496  16.0  △4.1

 その他コンポーネント  24,773  17.6  △22.4

 コンポーネント計   93,007  66.1  △11.6

 通信モジュール  36,047  25.6  13.9

 その他モジュール  11,728  8.3  △23.8

 モジュール計   47,775  33.9  1.6

 計  140,782  100.0  △7.5
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(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間の製品別の受注高及び受注残高は、下表のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格で表示しております。 

     ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の製品別の販売実績は、下表のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

製品別  

受注高
（平成21年７月１日～平成21年９月30日） 

受注残高 
（平成21年９月30日現在） 

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

前第２四半
期連結会計 
期間比 
（％） 

金額
（百万円） 

構成比 
（％） 

前第２四半
期連結会計 
期間末比 
（％） 

 コンデンサ  49,319  34.0  △9.3  20,875  35.6  20.2

 圧電製品  22,224  15.3  0.2  8,201  14.0  11.0

 その他コンポーネント   26,620  18.4  △14.4  9,838  16.7  △15.9

 コンポーネント計   98,163  67.7  △8.8  38,914  66.3  6.8

 通信モジュール  34,802  24.0  13.8  16,047  27.3  26.1

 その他モジュール  11,926  8.3  △16.0  3,728  6.4  △21.6

 モジュール計  46,728  32.3  4.4  19,775  33.7  13.1

 計  144,891  100.0  △4.9  58,689  100.0  8.8

製品別 

販売実績
（平成21年７月１日～平成21年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 
前第２四半期連結
会計期間比（％） 

 コンデンサ  44,893  32.6  △20.1

 圧電製品  21,633  15.7  △2.6

 その他コンポーネント  24,716  18.0  △20.7

 コンポーネント計   91,242  66.3  △16.7

 通信モジュール  34,735  25.2  14.1

 その他モジュール  11,619  8.5  △26.2

 モジュール計  46,354  33.7  0.4

 計  137,596  100.0  △11.6

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の概況 

  当第２四半期連結会計期間における世界の電子機器市場は、昨年秋口以降に悪化した 終需要が春先から持ち直

し始め、当第１四半期連結会計期間に引き続き、携帯電話、パソコン、デジタルＡＶ機器など主要機器の生産が増

加しました。 

 このような市場環境のもと、当社グループの受注は春先以降増加基調にあり、当第２四半期連結会計期間の売上

高は、当第１四半期連結会計期間に比べ、17.5％増の138,088百万円、利益につきましては、操業度の上昇と原価

低減の取り組みの結果、営業利益が9,875百万円の黒字に転換しました。 

 一方、当第２四半期連結会計期間と前年同四半期連結会計期間との比較においては、売上高は、製品価格の下落

が継続したこと、為替が対米ドルの平均レートで前年同四半期連結会計期間に比べ14円１銭の円高となったことか

ら、11.7％減の138,088百万円となり、利益につきましても、営業利益が20.2％減の9,875百万円、税引前四半期純

利益が6.1％減の12,815百万円、四半期純利益が10.9％減の8,410百万円となりました。 

  当社グループ会社の所在地でみますと、日本は売上高が116,122百万円（前年同四半期連結会計期間比7.4％減）

で営業利益が8,332百万円（同4.9％減）、南北アメリカは売上高が10,067百万円（同29.0％減）で営業損失が

1,114百万円（前年同四半期連結会計期間は営業損失が273百万円）、ヨーロッパは売上高が12,085百万円（同

19.3％減）で営業利益が551百万円（同45.4％減）、アジアは売上高が74,898百万円（同8.6％減）で営業利益が

2,106百万円（同26.8％減）となりました。 

  

 当第２四半期連結会計期間の製品別の売上高を前年同四半期連結会計期間と比較した概況は、以下のとおりであ

ります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間から製品区分の再編、変更をしております。詳細につきましては「１ 生産、

受注及び販売の状況」を参照願います。 

  

①コンポーネント 

 当第２四半期連結会計期間のコンポーネントの売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ16.7％減の91,242百

万円となりました。 

  

〔コンデンサ〕 

 この製品には、積層セラミックコンデンサ、円板型セラミックコンデンサ、トリマコンデンサが含まれます。 

 当第２四半期連結会計期間は、主力のチップ積層セラミックコンデンサが大幅に減少したほか、用途特化型品も

コンピュータ及び関連機器向けで大きく減少しました。 

 その結果、全体の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ20.1％減の44,893百万円となりました。 

  

〔圧電製品〕 

 この製品には、表面波フィルタ、セラミック発振子、圧電センサ、セラミックフィルタ、圧電ブザーなどが含ま

れます。 

 当第２四半期連結会計期間は、表面波フィルタが通信機器向けに数量ベースでは増加したものの製品価格の下落

から売上高は減少しました。また、圧電スピーカがＡＶ機器向けで、アクチュエータがカーエレクトロニクス向け

で大幅に増加したものの、セラミック発振子、セラミックフィルタは前年同四半期連結会計期間を大きく下回りま

した。 

 その結果、全体の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ2.6％減の21,633百万円となりました。 

  

〔その他コンポーネント〕 

 この製品には、ＥＭＩ除去フィルタ、コイル、センサ、抵抗器、コネクタ、アイソレータなどが含まれます。 

 当第２四半期連結会計期間は、チップコイルが通信機器向けに数量こそ増加したものの製品価格の下落から売上

高は大幅に減少したほか、ＥＭＩ除去フィルタ、ジャイロセンサ、アイソレータも前年同四半期連結会計期間を大

きく下回りました。 

 その結果、全体の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ20.7％減の24,716百万円となりました。 

  

②モジュール 

 当第２四半期連結会計期間のモジュールの売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ0.4％増の46,354百万円

となりました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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〔通信モジュール〕 

 この製品には、近距離無線通信モジュール、多層デバイス、回路モジュールが含まれます。 

 当第２四半期連結会計期間は、近距離無線通信モジュールで、Bluetooth®（注）用が減少したものの、無線ＬＡ

Ｎ用が大幅に伸びたため、全体で前年同四半期連結会計期間を大きく上回りました。多層デバイスは、携帯電話市

場向けが振るわず、減少しました。 

 その結果、全体の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ14.1％増の34,735百万円となりました。 

  

〔その他モジュール〕 

 この製品には、電源などが含まれます。 

 当第２四半期連結会計期間は、電源がＡＶ機器やコンピュータ及び関連機器向けで大幅に減少しました。 

 その結果、全体の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ26.2％減の11,619百万円となりました。 

  

（注）Bluetoothは米国Bluetooth SIG, Inc.の登録商標です。 

   

(2）キャッシュ・フローの状況 

  

 [営業活動によるキャッシュ・フロー] 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動により得られた資金は、キャッシュ・フローの主な源泉となる四半

期純利益が8,410百万円、減価償却費が17,178百万円、前払費用及びその他の流動資産の減少が17,188百万円、売

上債権の増加が19,370百万円となり、24,811百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・インは、前年同四半期連結会計期間に比べ3,331百万円の減少となりました。 

  

 [投資活動によるキャッシュ・フロー]    

 当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券及び投資項目の償還及び売

却が20,914百万円となりましたが、有形固定資産の取得が5,245百万円、有価証券及び投資項目の購入が38,645百

万円などとなり、24,852百万円の減少となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・アウトは、前年同四半期連結会計期間に比べ16,664百万円の増加となりました。 

  

 [財務活動によるキャッシュ・フロー]     

 当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加が2,062百万円な

どとなり、2,024百万円の増加となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・インは、前年同四半期連結会計期間に比べ6,059百万円の増加となりました。 

  

 なお、現金及び現金同等物、及び、現金及び現金同等物に売却可能有価証券（政府債及び民間債）などを加えた

手元流動性の推移は以下のとおりであります。  

  

  

前第２四半期連結会計期間 

  （自 平成20年７月１日 

     至 平成20年９月30日）  

当第２四半期連結会計期間 

  （自 平成21年７月１日 

   至 平成21年９月30日） 

 区分  金額（百万円） 金額（百万円）  

営業活動によるキャッシュ・フロー  28,142  24,811

投資活動によるキャッシュ・フロー  △8,188  △24,852

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,035  2,024

換算レート変動による影響  △3,201  △1,462

現金及び現金同等物の増加額  12,718  521

  
当第２四半期連結会計期間末 

（平成21年９月30日） 

当第１四半期連結会計期間末 

（平成21年６月30日）  

 区分 金額（百万円）  金額（百万円）  

現金及び現金同等物の四半期末残高  121,223  120,702

３か月を超える短期投資  17,702  15,490

売却可能有価証券（政府債及び民間債）  182,546  165,997

手元流動性  321,471  302,189
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間における研究開発活動に要した費用は、10,437百万円であります。なお、当第２四

半期連結会計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  

 (1)前四半期連結会計期間末において計画中であった設備の新設、改修等に係る投資予定金額は、22,000百万円で

   ありましたが、さらに生産能力の拡大を推し進める計画を立てたことにより、27,000百万円に変更しておりま

   す。なお、その所要資金につきましては、手元資金を充当する予定であります。また、これらの投資予定金額

   に消費税等は含まれておりません。 

  

 (2)前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当第２四半期連結会計

   期間において完了したものはなく、現在継続中であります。 

  

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．発行済株式数のうち350,000株は現物出資（株式会社 福井村田製作所株式 昭和37年９月５日払込 17百

万円）によるものであります。 

２．「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

  

 当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、ストックオプションとして新株予約権を発行し

ております。 

① 第３回新株予約権（株主総会の特別決議日 平成16年６月29日） 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  581,000,000

計  581,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成21年９月30日） 
提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容

普通株式  225,263,592  225,263,592

東京証券取引所市場第一部 

大阪証券取引所市場第一部 

シンガポール証券取引所 

単元株式

数100株

計  225,263,592  225,263,592 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  327

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
                       普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  32,700

新株予約権の行使時の払込金額（円）  5,789

新株予約権の行使期間 平成18年８月１日～平成22年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額（円） 

発行価格     5,789 

資本組入額    2,895 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権を有する者（以下、新株予約権者という）は、当社業

務執行取締役、執行役員及び幹部社員並びに当社子会社の業務執

行取締役及び幹部社員たる地位を失った後も、新株予約権を行使

できるものとしております。 

２．新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないも

のとしております。 
３．その他の行使の条件は、第３回新株予約権割当契約の定めに従う

ものとしております。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要します。た

だし、本新株予約権はストックオプションを目的として発行されるも

のであることから、第３回新株予約権割当契約において、譲渡ができ

ないことを規定しております。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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② 第４回新株予約権（株主総会の特別決議日 平成17年６月29日） 

  

 該当事項はありません。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  661

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
                       普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  66,100

新株予約権の行使時の払込金額（円）  5,686

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日～平成23年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額（円） 

発行価格     5,686 

資本組入額    2,843 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権を有する者（以下、新株予約権者という）は、当社業

務執行取締役、執行役員及び幹部社員並びに当社子会社の業務執

行取締役及び幹部社員たる地位を失った後も、新株予約権を行使

できるものとしております。 

２．新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないも

のとしております。 
３．その他の行使の条件は、第４回新株予約権割当契約の定めに従う

ものとしております。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要します。た

だし、本新株予約権はストックオプションを目的として発行されるも

のであることから、第４回新株予約権割当契約において、譲渡ができ

ないことを規定しております。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
 －  225,263  －  69,376  －  107,666
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 （注）１．当社は、自己株式10,632千株を所有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記大株主の状況から

除いております。 

２．上記記載の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため

記載しておりません。  

３．キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー及びその関連会社から平成21年７月24日付で

大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成21年７月16日現在で以下の株式を所有している旨の報告を

受けましたが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上

記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。 

  

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

ジェーピー モルガン チェース 

バンク 380055 

（常任代理人 株式会社みずほコ 

 ーポレート銀行決済営業部） 

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,  

UNITED STATES OF AMERICA 

（東京都中央区月島４丁目16-13） 

 13,974 6.2 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１－６－６ 

日本生命証券管理部内 
 9,685 .3 4

 日本トラスティ・サービス信託 

 銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11  9,146 4.1 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）  
東京都港区浜松町２－11－３   6,404 2.8 

明治安田生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内２－１－１   5,610 2.5 

株式会社 京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700  5,260 .3 2

株式会社 滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38   3,551 1.6 

ステート ストリート バンク ア

ンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 香港上海銀行東京 

 支店カストディ業務部） 

  

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

  

 3,299 1.5 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２   3,015 .3 1

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３  3,000 .3 1

計 －  62,948 27.9 

氏名又は名称 
所有株式数    

（千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

 キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー  16,733  7.4

 キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー  5,569  2.5

 キャピタル・インターナショナル・インク  711  0.3

 キャピタル・インターナショナル・リミテッド  439 0.2 

 キャピタル・インターナショナル・エス・エイ・アール・エル  234  0.1

 計  23,688  10.5
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①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。 

  

②【自己株式等】 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等)   － － － 

 議決権制限株式(その他) － － － 

 完全議決権株式(自己株式等)  普通株式   10,632,300 － 単元株式数100株 

 完全議決権株式(その他) 普通株式  214,507,800  2,145,078 同上 

 単元未満株式 普通株式  123,492 － １単元(100株)未満の株式

 発行済株式総数  225,263,592 － － 

 総株主の議決権 － 2,145,078 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 村田製作所 
京都府長岡京市東神足１

丁目10番１号 
10,632,300  －  10,632,300  4.7

計 － 10,632,300  － 10,632,300  4.7
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当該四半期累計期間における月別 高・ 低株価 

 （注） 高・ 低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、以下のとおりでありま

す。 

（１）役職の異動 

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 平成21年５月 平成21年６月 平成21年７月 平成21年８月 平成21年９月 

高（円）  4,110  4,080  4,310  4,760  4,680  4,450

低（円）  3,530  3,620  3,860  3,900  4,330  4,000

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役副社長 

代表取締役     
  

取締役副社長 

代表取締役  

管理グループ・企画 

部・経理部・財務部・ 

情報システム統括部担 

当 

藤田 能孝 

平成21年７月１日 

取締役     
常務執行役員 

デバイス事業本部長 
取締役 

常務執行役員 

コンポーネント事業本 

部長 

井上 純   

取締役     

常務執行役員 

技術・事業開発本部長 

同本部次世代技術研究 

所長 

取締役 
常務執行役員 

技術・事業開発本部長 
家木 英治 

取締役     

常務執行役員 

広報部・総務部・法務

部・人事部・環境管理部

担当 

生産本部長 

取締役 
常務執行役員 

管理グループ統括部長 
牧野 孝次 

取締役     

上席常務執行役員 

知的財産部・品質保証

部・故障解析センタ・ 

化学物質管理推進室・ 

安全保障輸出管理室担 

当   

取締役 

上席常務執行役員 

知的財産部・品質保証

部・故障解析センタ・ 

化学物質管理推進室・ 

安全保障輸出管理室担

当  

野洲事業所長 

荒井 晴市   平成21年８月１日 

取締役     

常務執行役員 

広報部・総務部・法務

部・人事部・健康安全推

進室・環境管理部担当 

生産本部長  

取締役 

常務執行役員 

広報部・総務部・法務

部・人事部・環境管理部

担当 

生産本部長 

牧野 孝次 平成21年10月１日 
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  １．四半期連結財務諸表の作成方法について  

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号、以下「四半期連結財務諸表規則」という）（平成20年内閣府令第36号附則第４条第１項適用）の規定

に基づき、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作

成しております。ただし、セグメント情報については、「四半期連結財務諸表規則」に基づいて作成しておりま

す。 

 ２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

   
当第２四半期連結会計期間末

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

（資産の部）                                  

Ⅰ 流動資産                                  

１．現金及び預金   53,629            46,296           

２．短期投資   85,296            93,790           

３．有価証券 Ⅱ 54,909            83,342           

４．受取手形   2,603            3,494           

５．売掛金   109,652            80,578           

６．貸倒引当金   △1,035            △1,013           

７．たな卸資産 Ⅲ 87,717            94,104           

８．繰延税金資産   18,777            16,363           

９．前払費用及び 
その他の流動資産   12,078            23,753           

流動資産合計        423,626 46.5        440,707 48.5

Ⅱ 有形固定資産                                  

１．土地   43,702            43,899           

２．建物及び構築物   271,288            267,737           

３．機械装置及び工具器具備品   573,693            567,299           

４．建設仮勘定   12,096            20,979           

５．減価償却累計額   △594,565            △571,632           

有形固定資産合計        306,214 33.7        328,282 36.1

Ⅲ 投資及びその他の資産                                  

１．投資 Ⅱ 137,577            90,138           

２．繰延税金資産   13,996            20,496           

３．その他の固定資産   28,566            29,704           

投資及びその他の資産合計        180,139 19.8        140,338 15.4

資産合計        909,979 100.0        909,327 100.0
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当第２四半期連結会計期間末

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

（負債の部）                                  

Ⅰ 流動負債                                  

１．短期借入金   8,132            9,240           

２．支払手形   898            2,472           

３．買掛金   26,505            17,939           

４．未払給与及び賞与   18,550            17,417           

５．未払税金   2,439            1,405           

６．未払費用及び 
その他の流動負債   18,557            20,982           

流動負債合計        75,081 8.3        69,455 7.6

Ⅱ 固定負債                                  

１．長期債務   17            17           

２．退職給付引当金   51,818            53,593           

３．繰延税金負債   1,414            889           

４．その他の固定負債   796            1,031           

固定負債合計        54,045 5.9        55,530 6.1

Ⅲ 約定債務及び偶発債務 Ⅵ                                

負債合計        129,126 14.2        124,985 13.7
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当第２四半期連結会計期間末

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

（資本の部） Ⅸ                                 

Ⅰ 資本金        69,377 7.6        69,377 7.6

普通株式 

授権株式数 

当第２四半期 

連結会計期間末 

581,000,000株 

前連結会計年度末 

581,000,000株 

発行済株式総数 

当第２四半期 

連結会計期間末 

225,263,592株 

前連結会計年度末 

225,263,592株 

                                 

Ⅱ 資本剰余金        102,388 11.3        102,388 11.3

Ⅲ 利益剰余金        686,111 75.4        692,099 76.1

Ⅳ その他の包括利益(△損失) 
     累計額                                  

１．有価証券未実現損益   2,310            344           

２．年金負債調整勘定   △2,614            △4,928           

３．デリバティブ未実現損益   1,041            △590           

４．為替換算調整勘定   △29,693            △26,288           

その他の包括損失 
累計額合計        △28,956 △3.2        △31,462 △3.4

Ⅴ 自己株式（取得原価）        △48,067 △5.3        △48,060 △5.3

自己株式数 

当第２四半期 

連結会計期間末 

10,632,331株 

前連結会計年度末 

10,630,495株 

                                 

資本合計        780,853 85.8        784,342 86.3

負債資本合計        909,979 100.0        909,327 100.0
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（２）【四半期連結損益計算書】

第２四半期連結累計期間

    
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高        303,963 100.0        255,595 100.0

Ⅱ 営業費用 Ⅳ                                 

１．売上原価   207,824            188,553           

２．販売費及び一般管理費   45,575            40,244           

３．研究開発費   23,627 277,026 91.1  20,698  249,495 97.6

営業利益        26,937 8.9        6,100 2.4

Ⅲ その他の収益（△費用）                                  

１．受取利息及び配当金   2,202            1,558           

２．支払利息   △299            △35           

３．為替差損益   67            △1,920           

４．その他（純額）   △164 1,806 0.6  2,048  1,651 0.6

税引前四半期純利益        28,743 9.5        7,751 3.0

Ⅳ 法人税等                                  

 １．法人税、住民税及び 
 事業税   8,833            2,532           

 ２．法人税等調整額   870 9,703 3.2  476  3,008 1.1

四半期純利益        19,040 6.3        4,743 1.9

                                   

１株当たり利益 Ⅴ          

１株当たり四半期純利益金額   86.77円 22.10円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額   86.77円 22.10円
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第２四半期連結会計期間

    
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高        156,361 100.0        138,088 100.0

Ⅱ 営業費用 Ⅳ                                 

１．売上原価   109,839            97,239           

２．販売費及び一般管理費   22,259            20,537           

３．研究開発費   11,889 143,987 92.1  10,437  128,213 92.8

営業利益        12,374 7.9        9,875 7.2

Ⅲ その他の収益（△費用）                                  

１．受取利息及び配当金   1,065            737           

２．支払利息   △131            △16           

３．為替差益   1,484            494           

４．その他（純額）   △1,139 1,279 0.8  1,725  2,940 2.1

税引前四半期純利益        13,653 8.7        12,815 9.3

Ⅳ 法人税等                                  

１．法人税、住民税及び 
事業税   1,603            1,436           

２．法人税等調整額   2,608 4,211 2.7  2,969  4,405 3.2

四半期純利益        9,442 6.0        8,410 6.1

                                   

１株当たり利益 Ⅴ          

１株当たり四半期純利益金額   43.03円 39.18円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額   43.03円 39.18円
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（３）【四半期連結包括利益計算書】

第２四半期連結累計期間

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 四半期純利益  19,040  4,743

Ⅱ その他の包括利益（△損失）
（税効果調整後）            

１．有価証券未実現損益 △1,033  1,966

２．年金負債調整額 △2,207  2,314

３．デリバティブ未実現損益  171  1,631

４．為替換算調整額 △1,824  △3,405

その他の包括利益 
（△損失）計 

△4,893  2,506

Ⅲ 包括利益  14,147  7,249
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第２四半期連結会計期間

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 四半期純利益  9,442  8,410

Ⅱ その他の包括利益（△損失）
（税効果調整後）            

１．有価証券未実現損益 △1,067  △51

２．年金負債調整額 △2,715  288

３．デリバティブ未実現損益  232  571

４．為替換算調整額 △4,155  △6,525

その他の包括損失計 △7,705  △5,717

Ⅲ 包括利益  1,737  2,693
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（４）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー                        

１．四半期純利益        19,040        4,743

２．営業活動による 
キャッシュ・フローと 
四半期純利益の調整 

                       

(1）減価償却費  38,547        33,538      

(2）有形固定資産除売却損益  193        △280      

(3）退職給付引当金繰入額 
（支払額控除後）  384        2,086      

(4）法人税等調整額  870        476      

(5）資産及び負債項目の増減                        

   売上債権の減少（△増加）  2,534        △30,923      

   たな卸資産の減少（△増加） △11,780        5,690      

   前払費用及びその他の流動 
 資産の減少  437        13,891      

   支払手形及び買掛金の増加 
   （△減少） 

△5,269        7,132      

   未払給与及び賞与の増加 
   （△減少）  

△1,380        1,177      

   未払税金の増加（△減少） △5,441        1,027      

   未払費用及びその他の流動 
 負債の減少  

△2,667        △736      

   その他（純額）  687  17,115  △285  32,793

営業活動による 
キャッシュ・フロー合計        36,155        37,536
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前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー                        

１．有形固定資産の取得       △43,008       △10,658

２．有価証券及び投資項目の購入       △7,205       △65,612

３．有価証券及び投資項目の償還 
  及び売却        51,068        47,637

４．その他       △725        6,491

投資活動による 
キャッシュ・フロー合計        130       △22,142

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー                        

１．短期借入金の減少       △3,779       △1,099

２．支払配当金       △10,971       △10,732

３．その他       △44       △76

財務活動による 
キャッシュ・フロー合計       △14,794       △11,907

Ⅳ 換算レート変動による影響       △1,329        234

現金及び現金同等物の増加額        20,162        3,721

現金及び現金同等物の期首残高        110,136        117,502

現金及び現金同等物の四半期末残
高        130,298        121,223

                         

現金及び現金同等物の追記                        

現金及び預金        39,038        53,629

短期投資        95,385        85,296

３か月を超える短期投資       △4,125       △17,702

現金及び現金同等物の四半期末残高        130,298        121,223
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【四半期連結財務諸表注記事項】 

Ⅰ 重要な連結会計方針の要約 

１．四半期連結財務諸表が準拠している用語、様式及び作成方法 

 当第２四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下「米国会計

原則」という）に準拠して作成しております。 

 なお、「米国会計原則」としては、財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）会計基準書（ＡＳＣ）があります。当

第２四半期連結会計期間より、「ＡＳＣ105（一般に公正妥当と認められる企業会計の基準）」（旧ＦＡＳＢ

基準書第168号「ＦＡＳＢ会計基準書及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準のヒエラルキー－ＦＡ

ＳＢ基準書第162号の置換」）を適用しております。これに基づき、従来の会計研究公報（ＡＲＢ）、会計原

則審議会（ＡＰＢ）意見書及びＦＡＳＢ基準書等をＦＡＳＢ会計基準書（ＡＳＣ）に置き換えて記載しており

ます。同会計基準書の適用による、当社グループの四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

 ただし、セグメント情報は「四半期連結財務諸表規則」に基づいて作成しており、「ＡＳＣ280（セグメン

ト情報）」（旧ＦＡＳＢ基準書第131号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」）に基づくセグメン

ト情報は作成しておりません。 

２．四半期連結財務諸表の作成状況及び米国証券取引委員会における登録状況 

 当社は海外での時価発行による公募増資を行うため、昭和51年８月にシンガポール預託証券及び昭和52年３

月にコンチネンタル預託証券を発行しました。これらに際し、それぞれの預託契約等及びシンガポール証券取

引所との確約により、「米国会計原則」に基づく連結財務諸表を作成・開示してきたことを事由として、昭和

54年２月21日に「連結財務諸表規則取扱要領第86に基づく承認申請書」を大蔵大臣へ提出し、同年２月27日付

蔵証第260号により承認を受けております。その後も継続して「米国会計原則」に基づく連結財務諸表を作成

し、シンガポール証券取引所に提出・開示しております。また、四半期連結財務諸表については四半期連結財

務諸表規則が施行された平成20年４月１日に開始する四半期連結累計期間から「米国会計原則」に基づく四半

期連結財務諸表を作成し、提出・開示しております。なお、当社は米国証券取引委員会に登録しておりませ

ん。 

３．わが国における会計処理の原則及び手続並びに表示方法（以下「日本会計原則」という）に準拠して作成す

る場合との主要な相違点、並びに税引前四半期純利益に対する影響額 

 日本会計原則に準拠して作成した場合に比べ、税引前四半期純利益が増加している場合は（増）、また減少

している場合は（減）と表示しております。 

(1）有価証券及び投資有価証券 

 有価証券及び投資有価証券については、日本会計原則においては「金融商品に関する会計基準」に規定さ

れております。一方、四半期連結財務諸表上では「ＡＳＣ320（投資－負債証券及び持分証券）」（旧ＦＡ

ＳＢ基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券への投資の会計処理」）の規定に基づいて計上しており

ます。 

 当社グループは、保有する全ての債券及び株式を売却可能有価証券に分類しております。市場性のある債

券及び株式については、公正価値で評価するとともに、関連する未実現評価損益を税効果考慮後で資本の部

に独立表示しております。有価証券売却損益は移動平均法に基づいて算出し、公正価値の算定が困難な非上

場株式等については、移動平均法による原価法により評価しております。 

 当社グループは、保有する個々の有価証券の公正価値が取得原価又は償却原価と比較して下落している

か、更にその下落が一時的かどうかを判断するために保有する有価証券の公正価値の測定を定期的に行って

おります。下落が一時的かどうかは、公正価値の取得原価又は償却原価に対する下落の程度、又は下落して

いる期間に基づいて決定しており、債券については売却予定や発行体の格付等を勘案し、減損処理の必要性

を判断しております。公正価値の下落が一時的でないと認められた場合には減損を認識し、発生した四半期

連結会計期間の損益として計上しております。 

 なお、 近２第２四半期連結累計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額

は、当第２四半期連結累計期間－百万円、前第２四半期連結累計期間73百万円（増）であります。 近２第

２四半期連結会計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連

結会計期間－百万円、前第２四半期連結会計期間78百万円（増）であります。 

(2）転換社債発行費 

 過年度において発生した転換社債発行費については、日本会計原則においては発生時に全額費用処理しま

すが、四半期連結財務諸表上は繰延資産として処理し、かつ、株式に転換した部分に対応する未償却残高を

税効果調整後、資本剰余金より控除しております。 
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(3）新株発行費 

 過年度において発生した新株発行費については、日本会計原則においては発生時に全額費用処理します

が、四半期連結財務諸表上は税効果調整後、資本剰余金より控除しております。 

(4）未使用有給休暇 

 未使用の有給休暇については、四半期連結財務諸表上は「ＡＳＣ710（報酬）」（旧ＦＡＳＢ基準書第43

号「有給休暇に関する会計処理」）の規定に基づいて人件費相当額を未払計上しております。なお、 近２

第２四半期連結累計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期

連結累計期間194百万円（減）、前第２四半期連結累計期間38百万円（減）であります。 近２第２四半期

連結会計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結会計期

間243百万円（減）、前第２四半期連結会計期間38百万円（増）であります。 

(5）退職給付引当金 

 退職給付引当金については、日本会計原則においては「退職給付に係る会計基準」に規定されておりま

す。一方、四半期連結財務諸表上は全ての退職給付債務を「ＡＳＣ715（報酬－退職給付）」（旧ＦＡＳＢ

基準書第87号「事業主の年金会計」）の規定に基づいて計上しております。なお、 近２第２四半期連結累

計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結累計期間453

百万円（減）、前第２四半期連結累計期間1,162百万円（減）であります。 近２第２四半期連結会計期間

における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結会計期間227百万円

（減）、前第２四半期連結会計期間577百万円（減）であります。 

(6）固定資産圧縮記帳 

 国庫補助金等について直接減額方式により圧縮記帳した額については、四半期連結財務諸表上は固定資産

の取得価額に加算し、利益として計上しております。なお、 近２第２四半期連結累計期間における当該会

計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結累計期間506百万円（増）、前第２

四半期連結累計期間176百万円（減）であります。 近２第２四半期連結会計期間における当該会計処理に

よる税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結会計期間699百万円（増）、前第２四半期連

結会計期間192百万円（減）であります。 

(7）のれん 

 のれんについては、日本会計原則においては「企業結合に関する会計基準」に、20年以内のその効果の及

ぶ期間にわたって定額法その他の合理的な方法により規則的に償却することと規定されております。一方、

四半期連結財務諸表上は「ＡＳＣ350（のれん及び無形資産）」（旧ＦＡＳＢ基準書第142号「のれん及びそ

の他の無形資産」）に従い、償却を行わず、代わりに少なくとも年１回の減損テストを行っております。な

お、 近２第２四半期連結累計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当

第２四半期連結累計期間1,067百万円（増）、前第２四半期連結累計期間1,067百万円（増）であります。

近２第２四半期連結会計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四

半期連結会計期間534百万円（増）、前第２四半期連結会計期間534百万円（増）であります。 

(8）表示様式 

イ．日本会計原則では、四半期連結貸借対照表は資産の部、負債の部、純資産の部により構成されますが、

当社グループの四半期連結貸借対照表は、米国会計原則に基づき作成しているため資産の部、負債の部、

資本の部により構成しております。 

ロ．日本会計原則で特別損益として表示される項目は、販売費及び一般管理費又はその他の収益（△費用）

に表示しております。 

ハ．「ＡＳＣ220（包括利益）」（旧ＦＡＳＢ基準書第130号「包括利益の報告」）に基づく包括利益は、四

半期純利益、有価証券未実現損益の増減、年金負債調整勘定の増減、デリバティブ未実現損益の増減及び

為替換算調整勘定の増減により構成され、四半期連結包括利益計算書に表示しております。「ＡＳＣ

220」は、資産の評価方法及び損益に影響を与えるものではなく、追加的な開示を要求するのみでありま

す。 

ニ．四半期連結損益計算書の下に１株当たり利益を表示しております。なお、「米国会計原則」では開示を

要求されておりませんが、当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末における１株当たり株主資

本は、当第２四半期連結会計期間末3,638.11円及び前連結会計年度末3,654.34円であります。 
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４．連結範囲及び持分法の適用 

 四半期連結財務諸表は、当社及び全ての連結子会社の勘定を含み、連結会社間の主要な取引及び勘定残高を

全て消去しております。 

 当第２四半期連結財務諸表に含まれる連結子会社数の内訳は、次のとおりであります。 

 主な連結子会社は、次のとおりであります。 

５．連結子会社の事業年度に関する事項  

 第２四半期決算日が第２四半期連結決算日と異なる海外連結子会社が３社あります。当該連結子会社の第２

四半期決算日は６月30日であります。当該四半期決算日の四半期財務諸表を用いて四半期連結財務諸表を作成

しております。ただし、第２四半期連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

なっております。 

６．短期投資及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 当社グループは、元本の減少を伴うことなく随時引き出すことが可能な定期預金と、流動性の高いコマーシ

ャル・ペーパーを「短期投資」に分類しております。「現金及び預金」と取得日から３か月以内に満期日又は

償還日が到来する「短期投資」を四半期連結キャッシュ・フロー計算書における「現金及び現金同等物」と定

義しております。 

７．重要な資産の評価基準及び減価償却の方法等 

(1）たな卸資産 

 たな卸資産は、主として総平均法による低価法により評価しております。 

(2）有形固定資産 

 有形固定資産は、取得原価で評価しております。減価償却費は、資産の見積耐用年数に基づき、主として

定率法で算定しており、主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、大部分の海外連結子会社は定額法

で算定しております。 

建物及び構築物              10～50年 

機械装置及び工具器具備品         ４～８年 

(3）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

８．収益の認識基準 

 当社グループは、「所有権の移転を含む契約等が存在している」、「物の引渡しが行われている」、 

「販売価格が確定又は確定可能となっている」、「代金の回収可能性が合理的に確保されている」という 

４条件を満たしている場合に売上を計上しております。 

  当第２四半期
連結会計期間 

国内連結子会社 25社 

海外連結子会社 46社 

会社名       

株式会社福井村田製作所       

株式会社出雲村田製作所       

株式会社富山村田製作所       

株式会社小松村田製作所       

株式会社金沢村田製作所       

株式会社岡山村田製作所       

村田土地建物株式会社       

Murata Electronics North America, Inc.       

Murata Electronics Singapore (Pte.) Ltd.       

Murata Company Limited       

Murata (China) Investment Co., Ltd.    
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９．広告宣伝費 

 広告宣伝費に係る支出は発生時に全額費用処理しております。なお、 近２第２四半期連結累計期間におけ

る当該金額は、当第２四半期連結累計期間912百万円、前第２四半期連結累計期間1,211百万円であり、 近２

第２四半期連結会計期間における当該金額は、当第２四半期連結会計期間466百万円、前第２四半期連結会計

期間568百万円であります。 

10．法人税等 

  「ＡＳＣ740-270（法人所得税－期中の財務報告）」（旧ＡＰＢ意見書第28号「期中の財務報告」）の規

定に基づき、税金費用については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。 

 税効果の会計処理は、「ＡＳＣ740（法人所得税）」（旧ＦＡＳＢ基準書第109号「法人所得税の会計処

理」）の規定に基づいて計上しております。同会計基準書は税務上と連結会計上との一時差異について、

繰延税金資産・負債を計上することを要求しております。繰延税金資産に対する評価性引当金について

は、過去の課税所得及び将来の課税所得見込額を基準として、将来減算一時差異により発生する繰延税金

資産の回収可能性について検討し、回収が不可能と見込まれる額を計上しております。平成21年度の法人

税法改正に伴い、連結子会社の期末未分配利益については、配当として当社が受領したとしても受取配当

金の益金不算入制度により課税されない部分の繰延税金負債は認識しておりません。 

  当社グループは、法人所得税の不確実性の会計処理について、「ＡＳＣ740（法人所得税）」（旧ＦＡＳ

Ｂ解釈指針第48号「法人所得税の不確実性に係る会計処理－ＦＡＳＢ基準書第109号の解釈指針－」）を適

用しております。同会計基準書は、税務申告書において採用される、または採用が予定されている税務上

の見解を、どのように財務諸表において認識し、かつ測定するかについて規定しております。 

11．１株当たり利益 

 １株当たり利益の計算及び開示に関しては、「ＡＳＣ260（１株当たり利益）」（旧ＦＡＳＢ基準書第128号

「１株当たり利益」）の規定を適用しております。同会計基準書では、四半期純利益を期中平均発行済株式数

で除した「１株当たり四半期純利益金額」、及び潜在株式の希薄化効果を考慮した「潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額」の双方を四半期連結損益計算書の下に表示し、かつその計算内容を注記することを要求

しております。 

12．公正価値測定 

 当社グループは、「ＡＳＣ820（公正価値測定及び開示）」（旧ＦＡＳＢ基準書第157号「公正価値測定」）

を適用しております。同会計基準書は、公正価値を定義し、公正価値の測定の枠組みを確立するとともに、公

正価値の測定についての開示範囲の拡大を要求しております。 

13．金融派生商品 

 当社グループは、「ＡＳＣ815（派生商品及びヘッジ）」（旧ＦＡＳＢ基準書第133号「派生商品及びヘッジ

活動に関する会計処理」、旧ＦＡＳＢ基準書第138号「特定の派生商品及び特定のヘッジ活動に関する会計処

理－基準書第133号の改訂－」、旧ＦＡＳＢ基準書第149号「派生商品及びヘッジ活動に関する会計処理－基準

書第133号の改訂－」、旧ＦＡＳＢ基準書第155号「複合金融商品の会計処理－基準書第133号及び第140号の改

訂－」及び旧ＦＡＳＢ基準書第161号「派生商品及びヘッジ活動に関する開示－基準書第133号の改訂－」）を

適用しております。 

 同会計基準書は、金融派生商品取引及びヘッジ活動に関する会計処理と報告様式を定め、全ての金融派生商

品について、公正価値をもって資産・負債として四半期連結貸借対照表に計上することを要求しております。

 当社グループは、金融派生商品の契約締結日において、その金融派生商品を将来発生予定の外貨建キャッシ

ュ・フローに対するヘッジ手段、すなわち、キャッシュ・フローヘッジとして設定しております。当社グルー

プはヘッジ手段とヘッジ対象との関係、リスク管理目的及びヘッジ取引を利用する方針と手続を管理規定とし

て文書化しており、全ての金融派生商品は、四半期連結貸借対照表に計上された特定の資産・負債又は特定の

将来発生予定取引に関連させております。 

 当社グループは、金融派生商品とヘッジ対象の通貨及び条件が一致しており、また、全てのヘッジ取引はヘ

ッジ対象のキャッシュ・フローの増減と相殺されるため、ヘッジ効果は高いと考えております。 

 同会計基準書によれば、キャッシュ・フローヘッジとして指定され、有効であると判断された金融派生商品

の公正価値の増減は、その他の包括利益（△損失）累計額として計上され、ヘッジ対象が損益に影響を与えた

時点で損益に組替えられます。 
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14．運送及び取扱費用 

 運送及び取扱費用のうち、販売費及び一般管理費に含まれる 近２第２四半期連結累計期間における金額

は、当第２四半期連結累計期間2,374百万円、前第２四半期連結累計期間2,931百万円であり、 近２第２四半

期連結会計期間における金額は、当第２四半期連結会計期間1,272百万円、前第２四半期連結会計期間1,490百

万円であります。 

15．顧客に支払われる対価 

 当社グループは、「ＡＳＣ605-50（顧客への支払と販売奨励）」（旧発生問題専門委員会基準書第01-9号

「ベンダーから顧客（再販業者を含む）に支払われる対価の会計処理」）を適用しております。同会計基準書

は、顧客に商品を販売する際に発生するベンダーの費用及び再販業者の販売促進活動に対して支払われる対価

について、四半期連結損益計算書上、売上高から控除することを規定しております。 

16．長期性資産の減損又は処分 

 当社グループは、「ＡＳＣ360（有形固定資産）」（旧ＦＡＳＢ基準書第144号「長期性資産の減損又は処分

に係る会計処理」）を適用しております。同会計基準書は、廃止事業を含む全ての長期性資産について、当該

資産の帳簿価額が回収できないという事象や状況の変化が生じた場合に、減損に関する検討を要求しておりま

す。会社が保有及び使用している長期性資産の回収可能性は、当該資産から生ずると予測される割引前将来見

積キャッシュ・フローと比較することによって判定されます。当該資産の帳簿価額が割引前将来見積キャッシ

ュ・フローを上回っていた場合は、帳簿価額が公正価値を超過する金額について減損を認識します。除却対象

の長期性資産については、除却予定時期を期限として耐用年数の見直しを行い、売却予定の長期性資産につい

ては、見積売却価額に基づき減損額を計上します。 

17．のれん及びその他の無形資産 

 当社グループは、「ＡＳＣ350（のれん及び無形資産）」（旧ＦＡＳＢ基準書第142号「のれん及びその他の

無形資産」）を適用しております。同会計基準書に従い、のれんは償却を行わず、代わりに少なくとも年１回

の減損テストを行っております。耐用年数の見積可能な無形資産については、その見積耐用年数に亘って償却

されます。また、同会計基準書は、耐用年数を見積もることができない無形資産は償却を行わず、代わりに耐

用年数が明らかになるまで減損テストを行うことを要求しております。 

18．見積の使用 

 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準によって四半期連結財務諸表を作成する際には、経営者による

見積及び仮定がなされます。これらの見積及び仮定は、資産・負債の計上金額、偶発資産・負債の開示情報及

び収益・費用の計上金額に影響を与えます。また、これらの見積が実際の結果と異なる可能性があります。 

19．組替表示 

 前第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表を当第２四半期連結累計期間の表示区分に合わせて組替え

て表示しております。  
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Ⅱ 有価証券及び投資有価証券 

 当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末における売却可能有価証券の種類別の取得原価又は償却原

価、未実現利益、未実現損失及び公正価値は、次のとおりであります。 

  

 当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末における売却可能有価証券の未実現損失の継続期間別内訳

は、次のとおりであります。 

 当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、「ＡＳＣ320（投資－負債証券及び持分証券）」（旧ＦＡ

ＳＢ職員意見書第115-２号及び第124-２号「一時的でない減損の認識及び表示」）を適用しております。当社グ

ループは、当四半期連結会計期間末時点で未実現損失が一定期間以上発生している債券については、当四半期連

結会計期間末時点では売却する予定はなく、公正価値が償却原価まで回復する前に売却する必要性は低く、発行

体の格付等から判断して公正価値は償却原価まで回復すると考えられるため、減損処理は行っておりません。 

 原価法により評価される公正価値の算定が困難な非上場株式等は、当第２四半期連結会計期間末1,161百万円

（前連結会計年度末960百万円）であります。当第２四半期連結会計期間末1,153百万円（前連結会計年度末934

百万円）については公正価値に重大な悪影響を及ぼす事象や環境の変化が生じていないこと、また公正価値の見

積が実務上困難であったことから、減損の評価を行っておりません。 

従来は満期日を考慮せず、売却可能有価証券に分類されるすべての債券を流動資産に分類しておりましたが、

債券の満期日に応じて連結財務諸表上表示した方がより明確であるため、当第１四半期連結会計期間より、満期

日が１年超の売却可能有価証券について、１年内に売却する予定があるものを除いて、投資有価証券に区分を変

更しております。この変更は、「ＡＳＣ250（会計上の変更及び誤謬の訂正）」（旧ＦＡＳＢ基準書第154号「会

計上の変更及び誤謬の訂正－ＡＰＢ意見書第20号及び基準書第３号の置換－」）に従い、会計方針の変更として

取り扱われます。当該変更による、当社グループの損益及び１株当たり利益に与える影響、並びに前連結会計年

度の期首累積的影響はありません。 

当該変更により、当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末における債券のうち、当第２四半期連結

会計期間末127,637百万円及び前連結会計年度末82,203百万円が投資有価証券に分類されており、これに伴い、

繰延税金資産・負債の相殺前の繰延税金資産のうち当第２四半期連結会計期間末397百万円及び前連結会計年度

末718百万円が繰延税金資産（流動）から繰延税金資産（固定）に、繰延税金負債のうち当第２四半期連結会計

期間末589百万円及び前連結会計年度末175百万円が繰延税金負債（流動）から繰延税金負債（固定）に、分類さ

れております。 

種類 

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

取得原価又は 
償却原価 
(百万円) 

未実現利益 
(百万円) 

未実現損失
(百万円) 

公正価値
(百万円) 

取得原価又は
償却原価 
(百万円) 

未実現利益 
(百万円) 

未実現損失 
(百万円) 

公正価値
(百万円) 

 政府債  6,549  81 － 6,630 6,558  79  0 6,637

 民間債  174,949  1,485 518 175,916 159,878  435  1,405 158,908

 株式  5,273  2,907 10 8,170 4,606  1,764 － 6,370

 投資信託  600  9 － 609 600  5 － 605

合計  187,371  4,482 528 191,325 171,642  2,283  1,405 172,520

種類 

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）  

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日）  

12か月未満  12か月以上  12か月未満  12か月以上  

公正価値 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値
（百万円） 

未実現損失
（百万円）

公正価値
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

未実現損失
（百万円）

 政府債 －  － － － － －  14 0

 民間債   31,807  325 15,906 193 28,445  287  31,978 1,118

 株式   654  10 － － －  －  － －

合計    32,461  335 15,906 193 28,445  287  31,992 1,118
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 当第２四半期連結会計期間末における売却可能有価証券（政府債及び民間債）の満期日別内訳は、次のとおり

であります。 

 近２第２四半期連結累計期間における売却可能有価証券の売却額、実現利益及び実現損失は、次のとおりで

あります。 

 近２第２四半期連結会計期間における売却可能有価証券の売却額、実現利益及び実現損失は、次のとおりで

あります。 

Ⅲ たな卸資産 

 当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末におけるたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

期日 償却原価（百万円） 公正価値（百万円）

１年以内  54,876  54,909

１年超５年以内  125,591  126,624

５年超  1,031  1,013

合計  181,498  182,546

項目 
前第２四半期連結累計期間

 （自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

売却額（百万円）   4,526  －

実現利益（百万円）   47  －

実現損失（百万円）  －  －

項目 
前第２四半期連結会計期間

 （自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

売却額（百万円）  4,526  －

実現利益（百万円）  47  －

実現損失（百万円）  －  －

項目 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末
（平成21年３月31日） 

商品及び製品（百万円）  35,645  41,903

仕掛品（百万円）  31,144  31,119

原材料及び貯蔵品（百万円）  20,928  21,082

合計  87,717  94,104
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Ⅳ 退職給付 

 近２第２四半期連結累計期間における期間退職金費用の内訳は、次のとおりであります。 

 近２第２四半期連結会計期間における期間退職金費用の内訳は、次のとおりであります。 

Ⅴ １株当たり利益 

 近２第２四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益金額と潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額の計算は、次のとおりであります。 

 近２第２四半期連結会計期間における１株当たり四半期純利益金額と潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額の計算は、次のとおりであります。 

項目 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

勤務費用（百万円）  3,068  3,308

利息費用（百万円）  987  1,009

年金資産の期待運用収益（百万円）  △582  △502

過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △994  △1,058

数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  1,067  1,975

期間退職金費用における認識額（百万円）  3,546  4,732

項目 
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

勤務費用（百万円）  1,515  1,637

利息費用（百万円）  494  504

年金資産の期待運用収益（百万円）  △291  △251

過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △497  △529

数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  533  988

期間退職金費用における認識額（百万円）  1,754  2,349

項目 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

  四半期純利益  
（百万円） 

株式数
（株） 

１株当たり四半
期純利益金額 

(円) 

四半期純利益 
（百万円） 

株式数 
（株） 

１株当たり四半
期純利益金額 

(円) 

四半期純利益  19,040 219,419,538 86.77 4,743  214,632,162 22.10

希薄化効果のある証券の影響 
ストックオプション 

 － －      －  －     

潜在株式調整後四半期純利益  19,040 219,419,538 86.77 4,743  214,632,162 22.10

項目 
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

  四半期純利益  
（百万円） 

株式数
（株） 

１株当たり四半
期純利益金額 

(円) 

四半期純利益 
（百万円） 

株式数 
（株） 

１株当たり四半
期純利益金額 

(円) 

四半期純利益  9,442 219,418,747 43.03 8,410  214,631,680 39.18

希薄化効果のある証券の影響 
ストックオプション 

 － －      －  －     

潜在株式調整後四半期純利益  9,442 219,418,747 43.03 8,410  214,631,680 39.18
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Ⅵ 約定債務及び偶発債務 

 当第２四半期連結会計期間末における固定資産に関する約定債務は、3,014百万円（前連結会計年度末6,648百

万円）であります。また、当第２四半期連結会計期間末における手形割引に関する偶発債務は、264百万円（前

連結会計年度末159百万円）であります。 

Ⅶ 公正価値測定 

 当社グループは、「ＡＳＣ820（公正価値測定及び開示）」（旧ＦＡＳＢ基準書第157号「公正価値測定」）を

適用しております。同会計基準書は、公正価値を測定するために使用するインプットを以下の３つのレベルに優

先順位づけ、公正価値の階層を分類しております。 

 レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の公表価格。 

 レベル２：活発な市場における類似資産又は負債の公表価格。活発でない市場における同一又は類似の 

      資産又は負債の公表価格。当該資産又は負債の公表価格以外の観察可能なインプット。 

 レベル３：当該資産又は負債の観察不能なインプット。 

  

 当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、「ＡＳＣ820（公正価値測定及び開示）」（旧ＦＡＳＢ職

員意見書第157-４号「資産又は負債の取引量及び水準が著しく減少した場合における公正価値の決定及び秩序立

っていない取引の特定」）を適用しております。 

 当第２四半期連結会計期間末における、継続的に公正価値測定される資産および負債の公正価値は次のとおり

であります。 

 当第２四半期連結累計期間における、継続的に公正価値測定されるレベル３の資産の変動は次のとおりであり

ます。 

  公正価値による測定額 

項目 
レベル１ 

（百万円） 

レベル２ 

（百万円）  

レベル３ 

（百万円）  

計 

（百万円）  

資産         

 売却可能有価証券     

  政府債  5,102  1,528  －  6,630

  民間債  －  174,215  1,701  175,916

  株式  8,170  －  －  8,170

  投資信託  －  609  －  609

 金融派生商品  －  2,358  －  2,358

負債         

 金融派生商品  －  8  －  8

項目 

売却可能有価証券 

民間債 

（百万円） 

期首残高  1,221

利益又は損失（実現及び未実現）      

 その他の収益（△費用）として四半期連結損益計

 算書に計上した金額 
 △0

 その他の包括利益（△損失）に含まれる額（税効 

 果調整前） 
 480

購入、売却及び決済  －

レベル３への（からの）振替  －

期末残高  1,701

その他の収益（△費用）として四半期連結損益計算

書に計上した額のうち、期末日現在において保有し

ている資産に関連する未実現利益又は損失の額 

 △0
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 当第２四半期連結会計期間における、継続的に公正価値測定されるレベル３の資産の変動は次のとおりであり

ます。 

前連結会計年度末における、継続的に公正価値測定される資産及び負債の公正価値は次のとおりであります。 

短期投資 

 短期投資にはコマーシャル・ペーパーが含まれております。コマーシャル・ペーパーは、公表価格以外の観察

可能なインプットを基に公正価値測定しており、レベル２に分類しております。 

売却可能有価証券  

 上場株式及び国債は、活発な市場の公表価格を基に公正価値測定しており、レベル１に分類しております。国

債以外の政府債、民間債及び投資信託は、活発な市場における類似資産の公表価格、活発でない市場における同

一又は類似資産の公表価格、公表価格以外の観察可能なインプットを基に公正価値測定しており、レベル２に分

類しております。一部の民間債は、観察不能なインプットを用いた評価モデルを基に公正価値測定しており、レ

ベル３に分類しております。 

金融派生商品 

 金融派生商品には先物為替予約が含まれております。先物為替予約は、観察可能な直物相場及びスワップレー

ト等の市場データを基に公正価値測定しており、レベル２に分類しております。 

項目 

売却可能有価証券 

民間債  

（百万円） 

期首残高  1,637

利益又は損失（実現及び未実現）      

 その他の収益（△費用）として四半期連結損益計 

 算書に計上した金額 
 △0

 その他の包括利益（△損失）に含まれる額（税効

 果調整前） 
 64

購入、売却及び決済  －

レベル３への（からの）振替  －

期末残高  1,701

その他の収益（△費用）として四半期連結損益計算

書に計上した額のうち、期末日現在において保有し

ている資産に関連する未実現利益又は損失の額 

 △0

  公正価値による測定額 

項目 
レベル１ 

（百万円） 

レベル２ 

（百万円）  

レベル３ 

（百万円）  

計 

（百万円）  

資産         

 短期投資    －  19,565  －  19,565

 売却可能有価証券  11,482  159,817  1,221  172,520

 金融派生商品  －  129  －  129

負債         

 金融派生商品  －  1,390  －  1,390
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Ⅷ 金融商品及びリスクの集中 

 通常の業務の過程において、当社グループはさまざまな種類の金融資産及び負債を計上しております。同時に

当社グループは外国為替の変動リスクを軽減する目的で外国為替予約契約を結んでおります。 

１．資産及び負債 

(1）現金及び預金、短期投資、受取手形、売掛金、短期借入金、支払手形、買掛金及び長期債務 

 これらの金融商品の公正価値は、四半期連結貸借対照表計上額とほぼ等しくなっております。 

(2）有価証券及び投資有価証券 

 公正価値は主として取引所時価もしくは類似条件の商品の直近の市場金利を使用した割引現在価額を用い

ております。当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末の有価証券及び投資有価証券の公正価値は

「Ⅱ 有価証券及び投資有価証券」に記載しております。 

(3）その他の固定資産 

 公正価値は主として同一もしくは類似商品の取引相場等に基づいて計算されております。その他の固定資

産の当第２四半期連結会計期間末の公正価値は28,598百万円（前連結会計年度末29,734百万円）であり、対

応する帳簿価額は28,566百万円（前連結会計年度末29,704百万円）であります。 

２．先物為替予約 

 当社グループは、原則として３か月以内に発生すると思われる売上・仕入取引、外貨建資産・負債の一定割

合について、外国為替相場の変動による市場リスクをヘッジする目的で先物為替予約を行っており、キャッシ

ュ・フローヘッジとして設定しております。 

 公正価値の変動額は、その他の包括利益（△損失）累計額の増減として報告しております。当該金額は、主

にヘッジ対象取引に関連する製品が海外連結子会社から顧客に売上げられた時点、すなわち、ヘッジ対象が損

益に影響を与える時点でその他の収益（△費用）として四半期連結損益計算書に計上されます。当第２四半期

連結会計期間末にその他の包括利益（△損失）累計額に計上された金額は３か月以内に損益に組替えられる見

込みであります。 

 契約相手先は大規模な金融機関であるため、信用リスクはほとんど存在しておりません。また、契約相手先

の債務不履行は予想されておりません。 

 先物為替予約は、ヘッジ対象である外貨建債権・債務及び外貨建予定取引等に係る外国為替相場の変動の影

響と相殺され、ヘッジ効果を実現しております。 

 当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末におけるヘッジ指定の為替予約契約額は、以下のとおり

であります。なお、ヘッジ指定外の先物為替予約はありません。 

 当第２四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末におけるヘッジ指定の先物為替予約の公正価値は、以下

のとおりであります。なお、ヘッジ指定外の先物為替予約はありません。 

項目  
当第２四半期連結会計期間末 

（平成21年９月30日）  

前連結会計年度末 

（平成21年３月31日）  

為替予約契約額（百万円）  35,656  28,435

項目 

当第２四半期連結会計期間末 

（平成21年９月30日） 

資産  負債 

科目  公正価値（百万円） 科目  公正価値（百万円）

先物為替予約  
前払費用及びその他の

流動資産  
 2,358

未払費用及びその他の

流動負債  
 8

項目 

前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

資産  負債 

科目  公正価値（百万円） 科目  公正価値（百万円）

先物為替予約  
前払費用及びその他の

流動資産  
 129

未払費用及びその他の

流動負債  
 1,390
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 当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間において、四半期連結損益計算書及びその他の包

括利益（△損失）で認識したヘッジ指定の先物為替予約の金額は、以下のとおりであります。なお、ヘッジ指

定外の先物為替予約はありません。 

  

３．信用リスクの集中 

 当社グループは、全世界の電子機器市場に対して販売を行っております。 

 当社グループは一般的に得意先に信用供与を行っており、その営業債権の回収可能性は電子工業の状況に影

響を受けます。しかしながら、当社グループは厳格な信用の供与を行っており、過去に大きな損失を経験して

おりません。 

Ⅸ 配当に関する事項 

  (1）配当金支払額 

 (2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの 

Ⅹ 後発事象 

 当社グループは、「ＡＳＣ855（後発事象）」（旧ＦＡＳＢ基準書第165号「後発事象」）を適用しておりま

す。同会計基準書は、後発事象を評価した日付、未認識の後発事象の性質及び財務上の影響の見積の開示につい

て規定しております。当社グループは、当四半期報告書提出日である平成21年11月13日までの後発事象を評価し

ましたが、該当事項はありません。 

キャッシュ・フロー 

ヘッジ 

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）  

その他の包括利益（△損失）で認識した金額 

（税効果調整前） 

（ヘッジ有効部分）  

その他の包括利益（△損失）累計額から 

四半期連結損益計算書への振替額 

（税効果調整前） 

（ヘッジ有効部分）  

金額（百万円）  科目  金額（百万円）  

先物為替予約   3,315
その他の収益（△損

失）  
 △569

キャッシュ・フロー 

ヘッジ 

当第２四半期連結会計期間 

（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）  

その他の包括利益（△損失）で認識した金額 

（税効果調整前） 

（ヘッジ有効部分）  

その他の包括利益（△損失）累計額から 

四半期連結損益計算書への振替額 

（税効果調整前） 

（ヘッジ有効部分）  

金額（百万円）  科目  金額（百万円）  

先物為替予約   2,636
その他の収益（△損

失）  
 △1,661

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円）  

基準日 効力発生日  配当の原資

平成21年６月26日 

定時株主総会  
普通株式    10,732  50 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円）  

基準日 効力発生日  配当の原資

平成21年10月30日 

取締役会  
普通株式    7,512  35 平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金 
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XI セグメント情報 

 以下のセグメント情報は「四半期連結財務諸表規則」により作成しております。 

  

 当社グループは、電子部品並びにその関連製品の開発及び製造販売を主たる事業として行っております。当

事業における売上高及び営業損益が、四半期連結損益計算書に含まれる売上高及び営業損益の概ね100％を占

めているため、当社グループは事業の種類別セグメント情報の開示を行っておりません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

１．事業の種類別セグメント情報

２．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円） 

南北
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する

売上高 
 51,387  13,746  14,762  76,466  156,361  －  156,361

(2）セグメント間の 

内部売上高 
 74,073  432  205  5,491  80,201  △80,201  －

計  125,460  14,178  14,967  81,957  236,562  △80,201  156,361

営業利益 

 (又は営業損失) 
 8,762  △273  1,009  2,876  12,374  －  12,374

  
日本 

（百万円） 

南北
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する

売上高 
 44,770  9,921  11,959  71,438  138,088  －  138,088

(2）セグメント間の 

内部売上高 
 71,352  146  126  3,460  75,084  △75,084  －

計  116,122  10,067  12,085  74,898  213,172  △75,084  138,088

営業利益 

 (又は営業損失) 
 8,332  △1,114  551  2,106  9,875  －  9,875

  
日本 

（百万円） 

南北
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する

売上高 
 107,254  27,670  30,326  138,713  303,963  －  303,963

(2）セグメント間の 

内部売上高 
 138,558  647  383  11,411  150,999  △150,999  －

計  245,812  28,317  30,709  150,124  454,962  △150,999  303,963

営業利益 

 (又は営業損失) 
 21,118  △535  2,013  4,341  26,937  －  26,937
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当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）南北アメリカ……アメリカ合衆国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、オランダ 

(3）アジア……………中華人民共和国、シンガポール、タイ 

  
日本 

（百万円） 

南北
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する

売上高 
 85,275  18,374  22,872  129,074  255,595  －  255,595

(2）セグメント間の 

内部売上高 
 129,116  359  258  6,227  135,960  △135,960  －

計  214,391  18,733  23,130  135,301  391,555  △135,960  255,595

営業利益 

 (又は営業損失) 
 3,203  △1,806  837  3,866  6,100  －  6,100
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前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)南北アメリカ……アメリカ合衆国、メキシコ 

(2)ヨーロッパ………ドイツ、ハンガリー、フランス、イギリス、スウェーデン 

(3)アジア・その他…中華人民共和国、大韓民国、マレーシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 該当事項はありません。 

  

３．海外売上高

  南北アメリカ ヨーロッパ アジア・その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  12,496  16,790  95,966  125,252

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    156,361

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
 8.0  10.7  61.4  80.1

  南北アメリカ ヨーロッパ アジア・その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  9,171  13,502  89,893  112,566

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    138,088

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
 6.6  9.8  65.1  81.5

  南北アメリカ ヨーロッパ アジア・その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  26,134  34,129  175,803  236,066

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    303,963

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
 8.6  11.2  57.9  77.7

  南北アメリカ ヨーロッパ アジア・その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  16,953  25,438  163,421  205,812

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    255,595

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
 6.6  10.0  63.9  80.5

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2009/11/11 15:05:0509591267_第２四半期報告書_20091111150447



独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成２１年１１月１３日

株 式 会 社 村 田 製 作 所 

     取   締   役   会   御   中   

  有限責任監査法人  ト ー マ ツ   

  
指 定 有 限 責 任 社 員

  
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 石田 昭     印 

  
指 定 有 限 責 任 社 員

  
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 佃 弘一郎    印 

  
指 定 有 限 責 任 社 員

  
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 黒澤 謙太郎   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社村田

製作所の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月

１日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日ま

で）に係る遡及調整後四半期連結財務諸表（四半期連結財務諸表注記事項Ⅱ参照）、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項Ⅰ参照）に準拠して、株式会社村田製作所及び連結子会社の平成２０

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並

びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。ただし、四半期連結財務諸表注記事項Ⅰに記載のとおり、セグメント情報については、米国

財務会計基準審議会（FASB）会計基準書２８０（旧FASB基準書第１３１号）にかえて、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（平成１９年内閣府令第６４号）第１５条に準拠して作成されている。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表注記事項Ⅱに記載のとおり、会社は平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計

年度の第１四半期連結会計期間より有価証券の流動・固定区分を変更したことにともない、平成２０年４月１日から平成

２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表

を遡及調整している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成２１年１１月１３日

株 式 会 社 村 田 製 作 所 

     取   締   役   会   御   中   

  有限責任監査法人  ト ー マ ツ   

  
指 定 有 限 責 任 社 員

  
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 石田 昭     印 

  
指 定 有 限 責 任 社 員

  
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 黒澤 謙太郎   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社村田

製作所の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月

１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項Ⅰ参照）に準拠して、株式会社村田製作所及び連結子会社の平成２１

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並

びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。ただし、四半期連結財務諸表注記事項Ⅰに記載のとおり、セグメント情報については、米国

財務会計基準審議会（FASB）会計基準書２８０（旧FASB基準書第１３１号）にかえて、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（平成１９年内閣府令第６４号）第１５条に準拠して作成されている。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表注記事項Ⅱに記載のとおり、会社は平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計

年度の第１四半期連結会計期間より有価証券の流動・固定区分を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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